
• 計画等の策定に関する規定の令和２年１２月末時点の条項数

全体：５０５条項（義務：２０２条項 努力：８７条項 できる：２１７条項）

※ １つの条項において計画の策定を義務付けるとともに別の計画の策定を「できる」 とする場合があるため、

「全体」と「義務／努力／できる」の内訳の合計は一致しない。

• 策定を義務付ける規定については、平成２４年まで減少したものの、新たな規定の

創設により、その後は微増傾向が続いている。一方、努力義務規定、「できる」規定に

ついては増加傾向が続いている
 計画等の策定を義務付ける規定については、地方分権改革推進委員会による第３次勧告（平成２１年１０月７日）を

受けた第１次一括法（平成２３年５月公布）及び第２次一括法（平成２３年８月公布）の成立等により、特に平成２２年から

平成２３年にかけて大きく減少している。

• 法令上又は運用上、財政支援等の要件とされている計画等の策定に関する規定に

ついても増加傾向が続いており、令和２年１２月末時点において、「できる」規定のうち

約４分の３の規定、努力義務規定のうち約３割の規定がこれに該当する

• 分野別にみると、特に、環境、農業、厚生といった分野で、策定を義務付ける規定が

多く見られる

• 複数の地方公共団体が共同して計画等を策定すること（いわゆる「共同策定」）が

法令やガイドライン等により明示的に可能とされている規定は全体の約１６％に当たる

８０条項 ４

策定に関する条項について

計画の策定等に関する条項について

※

資料３ 参考資料



H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2
義務 227 230 233 229 180 172 175 177 179 186 189 194 197 202
努⼒義務 18 20 24 25 41 45 50 58 61 70 72 77 85 87
できる 78 81 83 91 133 147 162 180 185 190 197 204 214 217
全体 323 331 340 345 354 364 387 415 425 446 457 474 495 505

＜策定に関する条項数の推移（都道府県）＞

＜策定に関する条項数の推移（市町村）＞

５

＜策定に関する条項数の推移（全体）＞

このうち、共同策定が法令等により
明示的に可能とされている条項は８０条項

※ 例えば、事業を実施するか否かは地方公共団体に裁量があるが、事業を実施する場合には計画等を
策定しなければならないという規定については「義務」と整理。

※各年の１２月末時点の条項数

【参考】計画等の策定に関する条項のデータ（１／６）

計画の策定等に関する条項について

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2
義務 182 185 188 185 146 139 140 142 144 149 150 153 153 157
努⼒義務 13 15 17 18 31 34 38 45 46 51 52 55 60 61
できる 54 56 58 63 96 107 117 127 129 132 136 140 141 143
全体 249 256 263 266 273 280 295 314 319 332 338 348 354 361

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2
義務 108 111 112 111 92 92 95 97 98 101 104 106 110 112
努⼒義務 13 15 17 18 24 25 28 29 32 37 39 43 48 50
できる 41 43 43 46 68 73 85 96 101 105 111 117 126 127
全体 162 169 172 175 184 190 208 222 231 243 253 265 283 288



H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2
義務 227 230 233 229 180 172 175 177 179 186 189 194 197 202
（変動）新設 − 3 3 1 2 4 3 4 2 7 3 7 4 5

廃⽌ − 0 0 0 ▲ 5 ▲ 8 0 0 0 0 0 ▲ 2 ▲ 1 0
義務化 − 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

努⼒義務化 − 0 0 0 ▲ 12 ▲ 1 0 ▲ 2 0 0 0 0 0 0
できる規定化 − 0 0 ▲ 5 ▲ 34 ▲ 3 0 0 0 0 0 0 0 0

努⼒義務 18 20 24 25 41 45 50 58 61 70 72 77 85 87
（変動）新設 − 2 4 1 4 3 5 6 4 9 2 4 8 1

廃⽌ − 0 0 0 0 0 0 0 ▲ 1 0 0 0 0 0
義務化 − 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

努⼒義務化 − 0 0 0 12 1 0 2 0 0 0 1 0 1
できる規定化 − 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

できる規定 78 81 83 91 133 147 162 180 185 190 197 204 214 217
（変動）新設 − 4 2 3 9 11 16 18 6 5 10 9 10 8

廃⽌ − ▲ 1 0 0 ▲ 1 0 ▲ 1 0 ▲ 1 0 ▲ 3 ▲ 1 0 ▲ 4
義務化 − 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

努⼒義務化 − 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ▲ 1 0 ▲ 1
できる規定化 − 0 0 5 34 3 0 0 0 0 0 0 0 0

全体 323 331 340 345 354 364 387 415 425 446 457 474 495 505

＜策定に関する条項数の推移（全体）・変動要因分析＞

６

【参考】計画等の策定に関する条項のデータ（２／６）

計画の策定等に関する条項について



７

【参考】計画等の策定に関する条項のデータ（３／６）

計画の策定等に関する条項について



８

※ 地方分権改革推進委員会の第２次勧告の基礎となった平成１９年１２月時点の条項数を基準に
各年の条項数の倍率を算出したもの

【参考】計画等の策定に関する条項のデータ（４／６）

計画の策定等に関する条項について



９

【参考】計画等の策定に関する条項のデータ（５／６）

計画の策定等に関する条項について
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（Ｒ２時点）法令で財政支援等の要件とされている条項※数は、上記の義務８０条項のうち７７条項、
努力義務２４条項のうち１８条項、「できる」１６３条項のうち１５７条項
※規定例（「努力義務」の例） 第Ｘ条 地方公共団体は○○計画を策定するよう努めなければならない。

第Ｙ条 国は○○計画に基づく事業の実施に要する経費に充てるため、補助金の交付を行うことができる。

【参考】計画等の策定に関する条項のデータ（６／６）

計画の策定等に関する条項について



• 計画等の内容に関する規定：全体１，７３５条項

（義務：１，１４６条項 努力：２３２条項 できる：４２３条項）

• 計画等の手続に関する規定：全体１，８０９条項

（義務：１，４１５条項 努力：２７８条項 できる：２９９条項）

 議決に係る規定：４５条項 （義務：４１条項 努力：０条項 できる：７条項）

 協議・調整・意見聴取・同意に係る規定：７９５条項

（義務：７１２条項 努力：９１条項 できる：９２条項）

 許可、認可、承認、認定に係る規定：１１２条項 （義務：７３条項 努力：０条項 できる：39条項）

 公示、公告、公表、閲覧・縦覧等に係る規定：５２３条項

（義務：４４３条項 努力：２０５条項 できる：１7条項）

（例）
 計画等の策定に当たっての内容（盛り込むべき事項の記載）を義務付ける規定
 計画等の期間に関する規定
 計画等の内容に影響を与える規定（「●●計画は××方針に即して定めなければならない」等）
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※１ 例えば、１つの条項において一部の内容の記載を義務付け、一部の内容の記載を努力義務とする場合等があるため、
「全体」と「義務／努力／できる」の内訳の合計は一致しない。

※２ 例えば、１つの条項において一部の手続を義務付け、一部の手続を努力義務とする場合等があるため、
「全体」と「義務／努力／できる」の内訳の合計は一致しない。

※３ １つの条項において複数の手続について規定する場合があるため、「全体」と各手続の内訳の合計は一致しない。

※１

※２、※３

※２

※２

※２

※２

※２

内容に関する条項について

手続に関する条項について

計画の策定等に関する条項について



＜策定に関する規定＞

• 第２次・第３次勧告以降も、計画等の策定を新たに義務付ける規定が創設されている

• また、計画等の策定を努力義務とする規定や「できる」とする規定が大幅に増加している

• 計画等の策定を努力義務とする規定については、勧告時点と比較して現時点で都道府

県で約４．７倍、市町村で約３．８倍に増加している

• また、計画等の策定を「できる」とする規定は、勧告時点と比較して現時点で都道府県で

約２．６倍、市町村で約３．１倍に増加している

• 計画等の策定については努力義務又は「できる」とした上で、財政上の措置等を受ける

ためには計画等の策定が必要とされているケースも相当数見られる

（努力：８７条項中２４条項、できる：２１７条項中１６３条項）

＜内容及び手続に関する規定＞

• 計画等の内容や手続について、過去の勧告等に照らして過度な義務付けを行っている

ケースが見られる
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整理結果の概要

計画の策定等に関する条項の整理について



各府省による新たな義務付等の創設による自治体への影響 ～「逆三角形の構造」～

各府省の業務は、実施主体である都道府県または市町村において、「課」に相当する組織において担われてお

り、各府省による新たな義務付け等の創設は、いわば「逆三角形の構造」で現場の負担を増すこととなってい

る。計画策定の義務付による都道府県等への負担も同様の影響が生じている。

内閣府、厚生労働省、農林水産省

健康福祉部：297人（計画策定に係る担当者数：13人）

①

障害者

計画
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障害福

祉計画
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障害児
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画
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⽼⼈福
祉計画

⑤
介護保
険事業
(⽀援)
計画

⑥
地域福
祉(⽀
援)計

画

⑦
⼦ど

も・⼦
育て⽀
援事業
(⽀援)
計画

⑧
次世代
育成⽀
援対策
特定事
業主⾏
動計画

⑨

健康増

進計画

⑩

食育推

進計画

⑪
⾃殺対
策計画

国

県

市

町

計
画

法律 期間 規定

① 障害者基本法
中長期

(概ね５年)
義務

②
障害者の日常生活及び社会生活を総
合的に支援するための法律 ３年 義務

③ 児童福祉法 ３年 義務

④ 老人福祉法 ３年 義務

⑤ 介護保険法 ３年 義務

⑥ 社会福祉法 ５年 努力

⑦ 子ども・子育て支援法 ５年 義務

⑧
次世代育成支援対策推進
法

５年 義務

⑨ 健康増進法 10年 努力

⑩ 食育基本法 ５年 努力

⑪ 自殺対策基本法 ５年 義務

福祉部：50人（計画策定に係る担当者数：５人）

市民保健部：62人（計画策定に係る担当者数：３人）

健康福祉課：19人（計画策定に係る担当者数：５人）
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